
「Ａ－a」として分類されている事務・権限 

 

 

<整理番号13> ・１ 人権擁護に関する諸事務のうち、人権擁護委員の委嘱に関する事務 

・２ 人権擁護に関する諸事務のうち、人権啓発活動地方委託事業の中のネットワーク事業を除く 

事務 

P1 

 

 

<整理番号 4 > ・医療法人（広域）等の監督 P14 

<整理番号 5 > ・国の開設する病院等の医療法に関する手続き P17 

<整理番号6-1> ・「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」に規定する指定医療機関の指定 P19 

<整理番号6-2> ・特定感染症指定医療機関からの報告聴取等 P21 

<整理番号 7 > ・「児童福祉法」に規定する指定療育医療機関の指定等 

・「母子保健法」に規定する指定養育医療機関の指定等 

・「生活保護法」に規定する指定医療機関の指定 

P23 

<整理番号 8 > ・指定医療機関等の指定等 

「戦傷病者特別援護法」に規定する指定医療機関の指定 

P27 

<整理番号12及び

13> 

・保健師、助産師、看護師、理学療法士、作業療法士、診療放射線技師、臨床検査技師、視能訓練

士、臨床工学技士、義肢装具士、救急救命士、言語聴覚士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、

きゅう師、柔道整復師、歯科衛生士及び歯科技工士を養成する施設の指定、変更承認、指定取り

消し、報告及び調査等 

P29 

<整理番号14> ・生活衛生同業組合振興計画の認定 P41 

<整理番号15> ・複数の都道府県を活動地区とする中小企業者による協同組合等のうち、厚生労働大臣の所管に属

する事業者が組合員資格に含まれるものに対する設立認可等 

P43 

<整理番号18> ・社会福祉法人（広域）等の認可 P45 

<整理番号20> ・消費生活協同組合（広域）の許可、認可及び承認 P47 

<整理番号22> ・精神保健指定医の指定に関する事務（指定証の交付等） P49 

<整理番号23> ・戦没者等の遺族に対する特別弔慰金等の特別買上償還に関する証明書の発行 P51 

<整理番号24> ・医師等の臨床研修施設等の指導監督 P53 

<整理番号25> ・総合衛生管理製造過程の承認等（海外施設の承認等及び製造基準の例外承認等を除く。） P56 

<整理番号27> ・指定検査機関の指定等 P61 

<整理番号28> ・健康増進法に基づく虚偽誇大広告等規制の勧告及び命令 P64 

<整理番号34> ・特定機能病院の報告徴収・立入検査（医療法第25 条第3 項及び第4 項） 

・緊急時における報告徴収・立入検査（医療法第71 条の3） 

P66 

<整理番号35> ・介護保険・サービスに関する指導 P69 

法 務 局・地 方 法 務 局 

地 方 厚 生 局 



<整理番号43> ・消費生活協同組合の検査指導 P72 

<整理番号44> ・社会福祉法人の指導監査 P74 

・・���������������������� 

 

<整理番号12> ・農産物検査法に定める登録検査機関の指導・監督その他の農産物検査に関する事務 P76 

<整理番号18･19> ・容器包装リサイクル法、食品リサイクル法及び省エネ法に基づく報告徴収・立入検査等 P84 

 

 

<整理番号2-1> ・経済産業省生産動態統計調査のうち、都道府県が既に調査を実施している業種であってその規模

等に応じ局も分担して実施しているものに係るもの 

P90 

<整理番号  4 > ・商工会議所法に基づく定款変更の認可 P93 

<整理番号  7 > ・一の都道府県内にのみ事業所等がある認証製造業者等に対する工業標準化法（ＪＩＳ法）に基づ

く報告徴収・立入検査 

P96 

<整理番号11-1> ・下請代金法に基づく報告・検査 P99 

<整理番号  13> ・一の都道府県を区域とする特定業種の協業組合、商工組合、商工組合連合会に関する許認可等 P101 

<整理番号16-2> ・一の都道府県にのみ事業所等があるクレジット業者に対する割賦販売法に基づく報告徴収・立入

検査 

P103 

<整理番号18-1> ・一の都道府県内にのみ事業所等が存在する消費生活用製品の製造業者・輸入業者に対する消費者

生活用製品安全法に基づく報告徴収・立入検査 

P106 

<整理番号18-2> ・一の都道府県内にのみ事業所等が存在する電気用品の製造業者・輸入業者に対する電気用品安全

法に基づく報告徴収・立入検査 

P109 

<整理番号18-3> ・一の都道府県内にのみ事業所等が存在するガス用品の製造業者・輸入業者に対する報告徴収・立

入検査 

P112 

<整理番号18-4> ・一の都道府県内にのみ事業所等が存在する液化石油ガス器具等の製造業者・輸入業者に対する報

告徴収・立入検査 

P115 

<整理番号18-5> ・一の都道府県内にのみ事業所等が存在する家庭用品の製造業者・表示業者・販売業者（卸売業者

に限る）に対する報告徴収・立入検査 

P118 

<整理番号32-1> ・一の都道府県内にのみ事業所等のある特定事業者に対する容器包装リサイクル法に基づく報告徴

収（法第３９条）及び立入検査（法第４０条） 

P121 

<整理番号32-2> ・一の都道府県内にのみ事務所等がある小売業者又は製造業者等に対する家電リサイクル法に基づ

く報告徴収(法第52条）及び立入検査(法第53条） 

P123 

<整理番号32-3> ・一の都道府県にのみ事業所等がある食品関連事業者、登録再生利用事業者及び認定事業者に対す

る食品リサイクル法に基づく報告徴収（法第２４条第１項）及び立入検査（法第２４条第２項及

P125 

地 方 農 政 局 

経 済 産 業 局 



び第３項） 

<整理番号32-4> ・一の都道府県にのみ事業所等がある指定表示事業者に対する資源有効利用促進法に基づく報告徴

収及び立入検査（法第３７条第２項） 

P127 

<整理番号  35> ・一の都道府県にのみ事業所等がある省エネ法に基づく特定事業者等への措置に関する事項（指導・

助言（法第６条）、報告徴収・立入検査（法第８７条３項） 等） 

P129 

<整理番号38-1> ・給油等事業所が一の都道府県内にある揮発油（ガソリン）販売業者等に対する揮発油等の品質確

保等に関する法律に基づく報告徴収、立入検査等 

P132 

 

 

<整理番号2-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る入札及び契約等に関する事務 P134 

<整理番号  7 > ・地方自治体に移管される直轄事業に係る事業評価及び費用の縮減に関する事務 P135 

<整理番号8-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る技術的審査、検査及び調査に関する事務 P136 

<整理番号9-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る入札及び契約制度の技術的事項に関する事務 P137 

<整理番号10-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る積算基準に関する事務 P138 

<整理番号11-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る建設機械類・電気通信施設・情報システムの整備及び運

用等に関する事務 

P139 

<整理番号13-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る防災業務計画等の策定に関する事務 P140 

<整理番号45-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る土地等の収用、使用、買収及び寄附並びにこれらに伴う

地上物件の移転及び損失補償に関する事務 

P141 

<整理番号46-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る土地等の評価基準及び損失補償額の算定基準等に関する

事務 

P143 

 

 

<整理番号 2 > ・地方自治体に移管される直轄事業に係る入札及び契約に関する事務（物品及び役務に関するもの） P145 

<整理番号3-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る土地等の収用、使用、買収及び寄附並びにこれらに伴う

地上物件の移転及び損失補償に関する事務 

P147 

<整理番号4-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る土地等の評価基準及び損失補償額の算定基準等に関する

事務 

P149 

<整理番号10･24> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る事業評価及び費用の縮減に関する事務 P151 

<整理番号11-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る入札及び契約に関する事務（工事及び業務に関するもの） P152 

<整理番号20-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る入札及び契約制度の技術的事項に関する事務 P154 

<整理番号21-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る技術的審査、検査及び調査 P155 

<整理番号22-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る積算基準に関する事務 P156 

地 方 整 備 局 

北 海 道 開 発 局 



<整理番号25-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る防災業務計画等の策定 P157 

<整理番号26-2> ・地方自治体に移管される直轄事業に係る建設機械類・電気通信施設・情報システムの整備及び運

用等に関する事務 

P158 

 

 

<整理番号 10> ・自動車運転代行業の認定業務 P159 

 

 

<整理番号1･2･3> ○容器包装リサイクル法 

・一の都道府県内にのみ事務所等がある特定事業者に対する報告徴収（法第39条） 

・一の都道府県内にのみ事務所等がある特定事業者に対する立入検査（法第40条） 

○家電リサイクル法 

・一の都道府県内にのみ事務所等がある小売業者又は製造業者等からの報告徴収（法第52条） 

・一の都道府県内にのみ事務所等がある小売業者又は製造業者等の事務所等への立入検査（法第

53条） 

○食品リサイクル法 

・一の都道府県内にのみ事務所等がある食品関連事業者、登録再生利用事業者及び認定事業者に

対する報告徴収及び立入検査（法第24条第１項、第２項及び第３項） 

P163 

<整理番号  6 > ・特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律に基づく技術基準適合命令、当該命令に係る使用

者に対する報告徴収・立入検査に関する事務 

P169 

<整理番号  7 > ・土壌汚染対策法に基づく指定調査機関の指定、監督に関する事務のうち、一の都道府県内で調査

業務を行う指定調査機関に関するもの 

P175 

<整理番号  8 > ・環境省関係石綿による健康被害の救済に関する法律施行規則第25条第１項に規定する申請等の 

経由に係る事務 

P178 

 

 

<整理番号 10> ・農林水産省の地方農政局が所掌する業務の一部 P180 

<整理番号 13> ・経済産業省の経済産業局が所掌する業務の一部 P182 

<整理番号 16> ・国土交通省の地方整備局が所掌する業務の一部 P186 

<整理番号 18> ・国土交通省の地方運輸局が所掌する業務の一部 P188 

※「整理番号」は関係府省が昨年行った「自己仕分け」の結果に付された整理番号と一致する。 

 

沖 縄 総 合 事 務 局 

地 方 運 輸 局 

地 方 環 境 事 務 所 
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